
八王子市私立学校等結核予防費補助金交付要綱 

 

 

 

第１条 (通  則) 

   私立学校等結核予防費補助事業の予防費補助金については，補助金等の交付の手続等に

関する規則（昭和３５年八王子市規則第１９号）に定めるもののほか、この要綱の定める

ところによる。 

 

第２条 (目  的) 

 この要綱は、結核患者の早期発見と患者発生防止を図るため、感染症の予防及び感染症

の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号。以下「法」という。）第５

３条の２第１項の規定によって、八王子市内に設置されている学校又は施設の長が行う定

期の健康診断に要する費用を支払った者（設置者）に対して法第６０条第１項に基づき、

毎年度の予算の範囲内において補助金を交付することにより、設置者の負担を軽減し、も

って市民の健康の増進を図ることを目的とする。 

 

第３条 (定  義)  

この要綱において「学校」、「施設」とは、次のとおりとする。 

（１)「学校」とは、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行令(平

成１０年１２月２８日政令第４２０号)第１２条第１項第２号に規定された大学、高

等学校、高等専門学校、専修学校又は各種学校(修業年限が１年未満のものを除く)

で、国、都道府県及び市町村の設置する学校でないものをいう。（八王子市内に設置

された施設に限る。） 

（２)「施設」とは、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第２条第２項第１号及び第３

号から第６号に規定する施設で、国、都道府県及び市区町村が設置する施設でない

ものをいう。（八王子市内に設置された施設に限る。） 

 

第４条 (補助の対象となる費用支弁者) 

   補助の対象となる費用支弁者は、法第５８条の３により費用を支弁した学校又は施設の

設置者とする。 

 

第５条 (補助の対象となる費用) 

補助の対象となる費用は、次のとおりとする。 

（１）法第５３条の２第１項の規定により、学校又は施設の長が行う定期の健康診断に要

する費用（別表２） 

 

第６条 (補助金交付額の算定方法) 

次に掲げる額を比較して最も少ない額に３分の２を乗じて得た額を交付額とする。 

ただし、１円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

（１）別表１で定める補助基準単価により算定した額 

（２）別表２で定める補助対象経費の実支出額 

（３）総事業費から寄附金その他の収入額を控除した額 

 



第７条 (補助の対象となる実施人員) 

   補助の対象となる実施人員は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法

律法施行規則（平成１０年厚生省令第９９号）に定めた方法により定期健康診断を実施し

た人員で、次に掲げる者とする。 

（１）第３条１号に規定する学校に当該年度に入学した学生又は生徒。（年齢は問わないも

のとする。） 

（２）第３条２号に規定する施設に入所している者で、当該年度に６５歳以上の者。（検診

時６４歳の者で当該年度において６５歳になる者も含む。） 

 

第８条 (補助金の交付の申請) 

この補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、八王子市の指示に

従い、結核予防費補助金交付申請書（第 1 号様式）に以下の書類を添付して、八王子市長

（以下「市長」という。）の指定する日までに提出しなければならない。 

（１）事業計画書（第 2 号様式） 

（２）支出予定額調書（第 3 号様式） 

（３）基準算定額内訳書（第 4 号様式） 

（４）支出予定額内訳書（5 号様式） 

（５）予算書抄本（第 6 号様式） 

（６）申請内容確認票（第 7 号様式） 

  

第９条 (申請内容の変更) 

申請者は、交付決定後の変更により、検診実績の補助対象額が、当初申請額（第 1 号様式に

よるもの）を上回った場合は、変更交付申請書（第 8 号様式）を市長の指定する日までに提出

しなければならない。 

２ 申請者は、補助事業を中止し、又は廃止する場合は、結核予防費補助金事業（中止・廃止）

承認申請書（第 9 号様式）を提出しなければならない。 

 

第１０条 (補助金の交付の決定) 

市長は、補助金の交付申請があった場合は、当該申請に係る書類の審査及び必要に応じ

て行う現地調査等により、事業内容が適正であるかどうか、金額の算定に誤りがないかど

うかなどを調査し、補助金を交付すべきものと認めたときは速やかに補助金の交付の決定

をするものとする。 

２ 前項の場合において適正な交付を行うために必要があるときは、補助金の交付の申請に

係る事項につき修正を加え、補助金の交付の決定をすることができるものとする。 

 

第１１条 (補助金の交付の決定の通知) 

市長は、補助金の交付の決定をしたときは、速やかにその決定の内容及びこれに条件を

付した場合にはその条件を補助金の交付決定通知書(第 10号様式)によって申請者に通知す

るものとする。 

 

第１２条 (実績報告) 

  補助事業者（第１１条の規定により交付の決定を受けた者をいう。）は、補助金に係る

事業の実績に関し、事業に要した費用を支弁した日から１か月以内（ただし当該年度の３

月３１日まで）又は毎年度市長が定める提出期限までに、結核予防費事業実績報告書（第

11 号様式）に以下の書類を添付して提出しなければならない。 



（１）支出済額調書（第 12 号様式） 

（２）基準算定額実績内訳書(実績)（第 13 号様式） 

（３）支出額内訳書（第 14 号様式） 

（４）補助対象結核健康診断実施件数内訳書（第 15 号様式） 

（５）決算(見込)書抄本（第 16 号様式） 

 

第１３条 (補助金の額の確定) 

市長は、前条の実績報告を受けた場合、実績報告書の審査及び必要に応じて行う現地調

査等により、当該報告に係る補助事業の成果がこの交付の決定の内容及びこれに付した条

件に適合するものと認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し交付額確定通知書(第1

7号様式)によって補助事業者に通知する。 

 

第１４条 (補助金の請求) 

 補助事業者は、前条の規定による補助金の額の確定後、所定の期日までに交付請求書(第

18 号様式)により、補助金を市長に請求しなければならない。 

 

第１５条 (補助金の交付時期) 

 市長は、前条の規定による請求後、速やかに補助金を交付するものとする。 

 

第１６条 (交付条件) 

 この補助金の交付条件は別紙のとおりとする。 

 

第１７条 (補助金の交付) 

 この補助金の交付の方法は事業が完了したのち確定払いとする。 

 

第１８条 (事業の見直し) 

 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律の本事業に関する制度改正がある

ときは、事業内容を見直すものとする。 

 

第１９条 (補則) 

 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

 

  (附 則) 

この要綱は、平成２７年４月１日から適用する。 

  (附 則) 

この要綱は、平成２８年４月１日から適用する。 

(附 則) 

この要綱は、平成２８年１２月１６日から適用する。 

(附 則) 

この要綱は、平成３１年（２０１９年）４月１日から適用する。 

(附 則) 

この要綱は、令和２年（２０２０年）４月１日から適用する。 

(附 則) 

この要綱は、令和３年（２０２１年）４月１日から適用する。 



(附 則) 

この要綱は、令和４年（２０２２年）４月１日から適用する。 

 

（別表１） 

補助基準単価 

医 療 機 関 実 施 分 

事  項  区  分 基 準 単 価 

１ 間接撮影 （レンズカメラ） ４５４円 

２ 間接撮影 （70ｍｍ ミラーカメラ） ４７８円 

３ 間接撮影 （100ｍｍ ミラーカメラ） ５０６円 

 ※なお、算定基準単価は各年度の「感染症予防事業費等国庫負担（補助）金交付要綱」

における健康診断等に係る基準単価とする。 

 

（別表２） 

 補助対象経費 

 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第 53条の２第１項の規定によ

る健康診断（設置者及び事業者として学校又は施設が職員に対して行う健康診断を除

く。）のために要した経費 

１ 報  酬 学校医（学校医として発令している医師） 

２ 賃  金 
医師（校医を除く。）、看護師、診療放射線技師等を雇った場

合の経費 

３ 需 用 費 消耗品費、燃料費、印刷製本費、光熱水費、医薬材料費 

４ 役 務 費 通信運搬費、手数料 

５ 委 託 料  

６ 使用料及賃借料  

 

 


